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らず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたもの

を記載した書面を一律でお送りいたします。
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業務の適正を確保するための体制

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ 当社及び子会社は、取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、社会規範に則した行動を行

うために「コンプライアンス規程」を定め、法令遵守がすべての企業活動の基本であること

を徹底する。

ロ コンプライアンスの統括・管理組織として「コンプライアンス委員会」を設置し、委員会活

動等を通じて、法令遵守の教育・啓蒙活動の徹底を図る。

ハ コンプライアンスの状況については、内部通報制度を含め、必要に応じて取締役会に報告す

る体制を構築する。

② 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ 当社は、統一された経営理念のもと、個々の事業戦略に基づく意思決定及び業務の適正を確

保するため「関係会社管理規程」を定め、この規程に沿って所管部門等が適正に管理し、内

部監査室等が子会社の監査を行う。

ロ 子会社については、自主的経営を基本とするが、子会社の業務及び取締役等の職務の執行に

係る状況を定期的に当社の取締役会に報告し、重要な案件は事前に当社の承認を要する体制

とする。

③ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、「情報セキュリティポリシー管理規

程」及び「文書管理規程」を定め、適切に保存・管理する。

　なお、取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの情報を閲覧することができる。

④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ 当社及び子会社は、全社的な経営リスクに対応するための「リスク管理規程」を定め、「リ

スク管理委員会」を組成しリスクマネジメントの構築、維持、改善推進を行うとともに、リ

スク発生時には対策本部を必要に応じて設置し、迅速な対応を図る。

ロ 個別のリスク分類やリスクに対する対応等については、毎期「リスクアセスメント」を実施

し、定期的なリスクの洗い直しや、重大な損失や危険の発生を未然に防止するための指導等

を推進する。

ハ リスク管理の状況については、内部監査室による監査を行う。
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⑤ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ 当社及び子会社は、定例の取締役会を月１回開催し、また必要に応じて随時開催することに

より、重要事項の決議及び取締役の業務執行状況の監督を行う。

ロ 当社及び子会社は、事業計画を明確にし、「職務分掌規程」「職務権限規程」に基づく職務

の遂行状況を取締役会において報告する等により、その実効性を確認する。

⑥ 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループは、金融商品取引法に基づき、諸規程を整備し、財務報告に係る内部統制の整備

及び運用状況の評価・改善を行う。これらを通じて、当社グループは、財務報告の信頼性と適正

性を確保するための体制の充実を図る。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実

効性の確保に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人は、内部監査室所属の使用人が監査役補助者を兼任すること

とする。また、補助者の任命、解任、人事異動等については、監査役会の同意を得たうえで決定

することとし、取締役からの独立性を確保する。

　なお、監査役補助者を兼任する使用人は、監査役の職務の補助を優先して従事する。

⑧ 監査役への報告に関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な

取扱いを受けないことを確保するための体制

イ 当社の取締役及び使用人等、並びに子会社の取締役及び使用人等は、法定の事項に加え、当

社及び子会社に重大な影響を及ぼす事項等を速やかに当社の監査役に報告するものとする。

また、監査役は、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧することができる。

ロ 監査役に報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないこと

を確保するための体制とする。

ハ 通報者に不利益が及ばない内部通報窓口「コンプラホットライン」への通報状況について、

速やかに監査役に報告を行う。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行につ

いて生ずる費用または償還の処理については、「監査役監査規程」を定め、監査役の請求等に従

い速やかに処理を行う。
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⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役会、経営会議はもとより、各重要な会議に出席し、経営の適法性や効率性に

ついて監査するとともに、必要に応じて取締役または使用人に対して説明を求め、関係資料を閲

覧することで、監査の実効性を高め、また代表取締役や会計監査人等との会合を行い、緊密な連

携を図るものとする。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考えとその整備状況

　当社及び子会社の取締役及び使用人は、市民活動の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社

会生活の発展を妨げる反社会的勢力に対してその関係を一切遮断し、反社会的勢力には警察等関

連機関とも連携し、毅然と対応する。

イ 反社会的勢力とは取引関係も含め一切の関係を持たない。

ロ 反社会的勢力に対して組織的に対応するため、反社会的勢力排除に向けた体制を整備する。

ハ 反社会的勢力に対しては、当社や取締役及び使用人の不祥事を理由とするものであっても、

事実を隠蔽するための裏取引など不適切な資金提供や便宜の提供は一切行わない。

ニ 反社会的勢力による不当要求に対しては、民事・刑事両面からの法的手段を講じるととも

に、警察等の外部専門機関等との連携を行い、毅然とした対応を行う。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制についての運用状況の概要は以下のとおりであります。

① コンプライアンスに関する取組み

　「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンスに関する研修等の教育活動を実施し、

コンプライアンス意識の向上を図っております。また、定期的にコンプライアンス委員会を開催

し、コンプライアンスの基本方針の策定やコンプライアンス推進に必要な業務を行っておりま

す。

　その他、当社は内部通報窓口として「コンプラホットライン」を設置するとともに、法令遵守

の実効性を高めるため、内部通報制度の適用を子会社に拡大しております。

② リスク管理に関する取組み

　「リスク管理規程」に基づき、定期的にリスク管理委員会を開催しております。当委員会で

は、リスクアセスメントの実施により重大なリスクを選定し、このリスクへの対策方法を立案

し、社長の承認を得たうえで実施しております。また、その実効性の効果測定を事業年度毎に行

っており、リスク管理の継続的な改善と高度化を図っております。
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③ 取締役の職務執行の効率性を確保するための取組み

　取締役会は社外取締役３名を含む取締役７名で構成され、社外監査役２名を含む監査役３名も

出席しております。取締役会は当事業年度中に14回開催し、各議案における審議、業務執行の状

況等について監督を行い、活発な議論及び意見交換がなされており、有効に機能しております。

　また、取締役会前に資料の事前配付を行うことで、社外取締役及び社外監査役が十分に検討す

る時間を確保しております。

④ 財務報告に係る内部統制について

　財務報告の信頼性を確保するため、社内規程に基づき当社グループの財務報告に係る内部統制

に関する評価を実施し、社内規程や業務プロセスの整備、評価及び改善を行っております。ま

た、この評価結果については、取締役会及び監査役会並びに会計監査人に報告されております。

⑤ 監査の実効性について

　当社の監査役は、当社グループの取締役会、経営会議等の重要な社内会議に出席し、業務の執

行状況を直接的に確認しているほか、代表取締役や会計監査人、内部監査室と情報交換のための

会合を定期的に行い、相互連携を図っております。

⑥ 反社会的勢力排除について

　「反社会的勢力排除基本規程」に基づき、経営管理本部長を統括責任者として、社内関係部門

及び警察等関連機関との協力体制を整備しております。また、取引先との契約書に反社会的勢力

の排除条項を盛り込むほか、従業員に対する社内啓発活動を行っております。

剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。配当

につきましては、当期・中長期の業績見通し、将来の事業展開を勘案し、安定継続配当を行うこ

ととしております。また、内部留保につきましては、当社グループの競争力の維持・強化による

将来の収益力向上を図るための設備投資及び研究開発並びに事業領域の拡大と業績の向上につな

がるＭ＆Ａに有効に活用する方針であります。

　また、当社は会社法第459条第１項に基づき、定款に剰余金の配当等を取締役会の決議により

行う旨の規定を設けております。

　なお、株主の皆様への利益還元の機会を充実させるべく、中間配当を実施し、毎事業年度にお

ける配当の回数につきましては、中間配当及び期末配当の年２回の配当を行うことを基本方針と

しております。

　当事業年度の期末配当金につきましては、2024年９月11日開催の取締役会にて、１株当たり22

円の配当を実施する旨及び効力発生日を2024年９月27日とする旨付議いたします。すでに、2024

年２月26日に実施済みの中間配当金１株当たり20円とあわせまして、年間配当金は昨年から14円

増配した１株当たり42円となる予定です。
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(
2023年７月１日から
2024年６月30日まで )

（単位：百万円）

株主資本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 3,472 3,461 39,763 △4,966 41,731

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 2,950 2,950 5,900

剰 余 金 の 配 当 △1,032 △1,032

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

7,979 7,979

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 1,300 4,858 6,159

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 2,950 4,250 6,947 4,858 19,006

当 期 末 残 高 6,422 7,711 46,711 △107 60,737

その他の包括利益累計額

新 株

予 約 権

純 資 産

合 計

そ の 他

有 価 証 券

評 価 差 額 金

為 替 換 算

調 整 勘 定

退 職 給 付 に

係 る 調 整

累 計 額

そ の 他 の

包 括 利 益

累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 759 872 △1 1,630 68 43,430

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 5,900

剰 余 金 の 配 当 △1,032

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

7,979

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 6,159

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

△443 465 63 86 － 86

当 期 変 動 額 合 計 △443 465 63 86 － 19,092

当 期 末 残 高 316 1,338 62 1,717 68 62,522

連結株主資本等変動計算書

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

イ．連結子会社の数 ９社

ロ．連結子会社の名称 未来のアグリ株式会社

未来テクノ株式会社

沖縄コーセン株式会社

株式会社セブンケミカル

株式会社釧路ハイミール

MAEDA KOSEN VIETNAM CO.,LTD.

未来コーセン株式会社

ＢＢＳジャパン株式会社

BBS Motorsport GmbH

ハ．連結の範囲の変更 該当事項はありません

主要な非連結子会社の状況

イ．主要な非連結子会社の名称 前田工繊キャピタル合同会社

ロ．連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した非連結子会社の状況

イ．持分法適用の非連結子会社数　　　１社

ロ．持分法適用の非連結子会社の名称　前田工繊キャピタル合同会社

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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・所有権移転ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一

の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ 時価法

ハ．棚卸資産

・商品・製品・仕掛品・原材料 総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定しております。）

・貯蔵品 最終仕入原価法

②　固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法によっております。但し、1998年４月１日以

降に取得した建物、2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　７年～38年

機械装置及び運搬具　　４年～12年

ロ．無形固定資産 定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法により

償却しております。

ハ．リース資産

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

当連結会計年度に負担すべき額を計上しておりま

す。
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ハ．役員退職慰労引当金 一部の国内連結子会社は、役員退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を

当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務 数理計算上の差異については、各連結会計年度の

費用の費用処理方法　 発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

過去勤務費用については、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処理しております。

ハ．未認識数理計算上の差異及び未 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用

　　認識過去勤務費用の会計処理方 については、税効果を調整の上、純資産の部にお

　　法 けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調

整累計額に計上しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジの方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理

の要件を充たしている場合には振当処理を採用し

ております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・外貨建債権及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する内部管理規程に基づ

き、ヘッジ対象に係る為替相場の変動リスクを一

定の範囲内でヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が一

致しており、ヘッジ開始時及びその後においても

継続して相場変動又はキャッシュ・フローの変動

が相殺されるものであると想定することができる

ため、ヘッジ有効性の判定は省略しております。
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商品及び製品 6,882百万円

仕掛品 2,483百万円

原材料及び貯蔵品 4,708百万円

評価損計上額（売上原価） 73百万円

⑦　収益及び費用の計上基準

当社グループは、ソーシャルインフラ事業（主に土木資材、建築資材、農業資材、不織

布の製造・販売）、インダストリーインフラ事業（主に自動車用軽合金鍛造ホイールの製

造・販売及び各種繊維を原料とした産業資材の製造・加工・販売）を主な事業としており

ます。

当社グループは、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っておりま

す。当該履行義務は、製品の引渡時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得し、

履行義務が充足されると判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識しておりま

すが、当該製品の国内の販売においては、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98

項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時ま

での期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

この他、当社グループは、顧客との工事契約に基づいて工事を施工完成し引き渡す履行

義務を負っております。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足される

と判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しておりますが、当該契約の

うち期間がごく短い場合においては、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第95項に

定める代替的な取扱いを適用し、 完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しており

ます。

２．会計上の見積りに関する注記

棚卸資産の評価

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

なお、評価損計上額は戻入額と相殺した後のものであります。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、棚卸資産の評価にあたって収益性の低下等により期末における正味売却

価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、当該減少額を評価

損として売上原価に計上しております。

また、当社グループが保有する在庫のうち正常な営業循環過程から外れた棚卸資産につい

ては、期末日時点で一定期間を経過又は一定の回転期間を超えるものを滞留在庫と判断し、

将来の販売予測を個別に検討したうえで、販売可能性があると判断された在庫を除き、規則

的に帳簿価額を切り下げる方法により評価しております。

当社グループが取り扱う棚卸資産の販売予定は市場の需要変化などの予測不能な要因によ

って変動する可能性があり、将来の予測は不確実性を伴います。将来の販売、払出の状況が

見積りの前提と異なる結果となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類における棚卸資産

の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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３．追加情報

（株式の取得）

当社は、2024年６月26日の会社法第370条及び当社定款第25条第２項の規定による決議に

より、三井化学株式会社から同社の完全子会社である三井化学産資株式会社（以下「三井化

学産資」という。）の全株式を取得（以下「本株式取得」という。）することを決議し、株式

譲渡契約を締結いたしました。

なお、本株式取得の実行は、独占禁止法に基づく規制当局の承認その他クロージング条件

の充足を前提条件としております。

(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

名称 三井化学産資株式会社

事業の内容 合成樹脂製品、土木資材、建築資材及び配管資材の製造・加工・販売

②　企業結合を行う主な理由

当社グループは、中期経営計画（2024年度～2027年度）において、設備投資の実行及

びＭ＆Ａの活用により、既存事業の強化及び事業領域の拡大に取り組んでおります。

三井化学産資は、1964年に設立され、日本のインフラを支える産業資材に関する幅広

い品揃えと高い技術力を有しております。建築・土木資材及び配管資材において、高い

シェアを有する製品を保有し、産業資材メーカーとして確固たる地位を築いてまいりま

した。三井化学産資の事業と当社のソーシャルインフラ事業はともにインフラの整備・

維持に携わる事業であり、親和性が高いと考えております。

当社は、本株式取得により、土木資材分野における製品ラインアップの拡充及び事業

規模の拡大を図ることで、既存事業の強化が可能となります。また、建築資材分野にお

いて点字タイルなどの新たな製品を獲得するほか、新規事業領域として配管資材分野に

取り組むことにより、事業領域の拡大が可能となります。さらに、三井化学産資は、樹

脂加工の高い技術を有しており、当社の繊維・樹脂加工技術とのシナジーを発揮するこ

とで、新たな価値を生み出し、当社グループの更なる企業価値向上が期待できると考え

ております。

③　企業結合日

2025年４月１日（予定）

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

⑤　結合後の名称

現時点では確定しておりません。

⑥　取得する議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 27,500百万円

受取手形 1,595百万円

売掛金 7,718百万円

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

現時点では確定しておりません。

(3) 主要な取得関連費用の内容及び対価の種類ごとの内訳

現時点では確定しておりません。

(4) 発生するのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

(5) 企業結合日に受け入れる資産及び引き継がれる負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

４．連結貸借対照表に関する注記

(2) 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

は、それぞれ以下のとおりであります。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 32,260,200株 1,780,106株 －株 34,040,306株

決議
株式の

種類

配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2023年９月13日

取締役会
普通株式 425 14.00 2023年６月30日 2023年９月29日

2024年２月14日

取締役会
普通株式 607 20.00 2023年12月31日 2024年２月26日

・配当金の総額 747百万円

・配当金の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 22.00円

・基準日 2024年６月30日

・効力発生日 2024年９月27日

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）１．発行済株式の総数の増加は、転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利

行使による増加分であります。

２．2024年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま

す。これにより、発行済株式総数は34,040,306株増加し、68,080,612株となっ

ております。なお、上記の株式数につきましては、当該株式分割前の株式数を

記載しております。

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

2024年９月11日開催の取締役会において、次のとおり付議いたします。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを

除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式　　　　　　57,200株
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については余裕資金をもって行い、安全性の高い金融資産で

運用しております。また、資金調達については銀行借入や社債発行等によっております。

デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない

方針であります。

②　金融商品の内容及びリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。また、その一部には、外貨建ての債権があり、為替の変動リスクに晒されて

おります。

　投資有価証券は、主に余資の運用を目的とした業務上の関係を有する企業の株式であ

り、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日

であります。

　長期借入金は、主にＭ＆Ａ及び設備投資に係る資金調達であり、償還日は最長で決算日

後５年であります。

　長期未払金は、主に役員退職慰労金の打切り支給に係る債務であり、当該役員の退任時

に支給する予定であります。

　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達であり、

償還日は最長で決算日後８年であります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務及び外貨建予定取引に係る為替の変動リ

スクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関す

るヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述

の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4) 会計方

針に関する事項　⑥　重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

－ 13 －



③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について主要な取引先及び関係会社

の状況を定期的にモニタリングし、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。また、年１回取引先の信用状況に基づき与信限度額の見直しを行っ

ております。

ロ．市場リスク（為替や市場価格等の変動リスク）の管理

　当社グループは、外貨建ての営業債権及び営業債務について、通貨別に把握された為

替の変動リスクに対して、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引

先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理

規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。また、その取引結果

については定期的に取締役会等に報告しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更

新することにより流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価 (百万円) 差額 (百万円)

投資有価証券

その他有価証券 759 759 －

資産計 759 759 －

(1)長期借入金
（1年内返済予定の長期借入金を含む）

1,035 993 △41

(2)長期未払金 612 610 △2

(3)リース債務
（1年内返済予定のリース債務を含む）

3,867 3,769 △97

負債計 5,515 5,373 △142

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 98

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2024年６月30日（当社の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれ

ておりません（（注）２．参照）。

（注）１．現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、支払

手形及び買掛金、電子記録債務、未払金、未払法人税等は、短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

２．市場価格のない株式等は「投資有価証券　その他有価証券」には含まれており

ません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は、以下のとおりであります。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 759 － － 759

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金
（1年内返済予定の長期借入金を含む）

－ 993 － 993

長期未払金 － 610 － 610

リース債務
（1年内返済予定のリース債務を含む）

－ 3,769 － 3,769

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味

した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類して

おります。

長期未払金

長期未払金の時価は、将来キャッシュ・フローを残存期間及び信用リスクを加味

した利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 16 －



ソーシャル
インフラ事業
（百万円）

インダストリー
インフラ事業
（百万円）

合計（百万円）

売上高

顧客との契約から
生じる収益

31,687 24,145 55,833

(1) １株当たり純資産額 918円48銭

(2) １株当たり当期純利益 127円29銭

(1)　株式分割前の発行済株式総数 34,040,306株

(2)　今回の分割により増加する株式数 34,040,306株

(3)　株式分割後の発行済株式総数 68,080,612株

(4)　株式分割後の発行可能株式総数 155,000,000株

７．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省略しております。

８．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4) 会計方針

に関する事項　⑦　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９．１株当たり情報に関する注記

（注）2024年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」

及び「１株当たり当期純利益」を算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記

株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更

当社は、2024年５月15日開催の取締役会決議により、2024年７月１日付で普通株式１株に

つき２株の割合で株式の分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行っております。

(1) 株式分割の目的

当社株式の流動性の向上及び投資家層の拡大を図ることを目的としております。

(2) 株式分割の概要

①　株式分割の方法

2024年６月30日（日）（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質は2024年６月28日

（金））を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する当社

普通株式を、１株につき２株の割合をもって分割いたしました。

②　分割により増加する株式数
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(1)　基準日公告日 2024年６月13日（木）

(2)　基準日 2024年６月30日（日）

(3)　効力発生日 2024年７月１日（月）

変更前定款 変更後定款

（発行可能株式総数）

第６条  当会社の発行可能株式総数は、

77,500,000株とする。

（発行可能株式総数）

第６条  当会社の発行可能株式総数は、

155,000,000株とする。

③　分割の日程

(3) 定款の一部変更

①　定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づく取締役会決議により、

2024年７月１日をもって、当社定款第６条に定める発行可能株式総数を以下のとおり変更

しております。

（下線は変更箇所）

②　定款変更の日程

効力発生日　　　2024年７月１日

(4) １株当たり情報に及ぼす影響

株式分割による影響は、「９．１株当たり情報に関する注記」に記載しております。

(5) その他

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。
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( 2023年７月１日から
2024年６月30日まで )

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

固 定 資
産 圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

当期首残高 3,472 3,431 29 3,461 6 4 21,000 2,396 23,407 △4,966 25,374

当期変動額

新株の発行 2,950 2,950 2,950 5,900

剰 余 金 の
配 当

△1,032 △1,032 △1,032

当期純利益 2,782 2,782 2,782

自己株式の
取 得

△0 △0

自己株式の
処 分

1,300 1,300 4,858 6,159

株主資本以外の
項 目 の 当 期
変動額（純額）

当期変動額
合 計

2,950 2,950 1,300 4,250 － － － 1,749 1,749 4,858 13,808

当期末残高 6,422 6,381 1,329 7,711 6 4 21,000 4,145 25,157 △107 39,183

評 価 ・ 換 算
差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

当期首残高 750 68 26,192

当期変動額

新株の発行 5,900

剰 余 金 の
配 当

△1,032

当期純利益 2,782

自己株式の
取 得

△0

自己株式の
処 分

6,159

株主資本以外の
項 目 の 当 期
変動額（純額）

△477 － △477

当期変動額
合 計

△477 － 13,330

当期末残高 272 68 39,523

株主資本等変動計算書

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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・所有権移転ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・子会社株式 移動平均法による原価法

・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

②　棚卸資産

・商品・製品・仕掛品・原材料 総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定しております。）

・貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法によっております。但し、1998年４月１日以降

に取得した建物、2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　７年～38年

機械及び装置　　　　　７年～12年

工具、器具及び備品　　２年～10年

②　無形固定資産 定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却

しております。

③　リース資産

(3) 引当金の計上基準

①　賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当

事業年度に負担すべき額を計上しております。
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②　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当

事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

・過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により費用処理しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社は、土木資材、建築資材、不織布の製造・販売を主な事業としております。

当社は、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履

行義務は、製品の引渡時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充

足されると判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識しておりますが、当該製品

の国内の販売においては、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的

な取扱いを適用し、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期

間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけ

る会計処理の方法と異なっております。
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商品及び製品 3,007百万円

仕掛品 314百万円

原材料及び貯蔵品 1,134百万円

評価損計上額（売上原価） 10百万円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 8,837百万円

①　短期金銭債権 47百万円

②　短期金銭債務 115百万円

売上高 328百万円

仕入高 2,294百万円

営業取引以外の取引による取引高 448百万円

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 1,901,149株 142株 1,859,948株 41,343株

２．会計上の見積りに関する注記

棚卸資産の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

なお、評価損計上額は戻入額と相殺した後のものであります。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類　連結注記表「２．会計上の見積りに関する注記　棚卸資産の評価」に記

載した内容と同一であります。

３．追加情報

連結計算書類　連結注記表「３．追加情報」に記載した内容と同一であります。

４．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記したものを除く）

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる42株及び退任した執行役員か

ら譲渡制限付株式報酬として付与した100株を無償取得したものによる増加でありま

す。また、自己株式の株式数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式19,500株

の処分及び転換社債型新株予約権付社債の権利行使としての自己株式1,840,448株の処

分による減少であります。
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繰延税金資産

賞与引当金 170 百万円

未払事業税 36 百万円

未払費用 25 百万円

棚卸資産評価損 31 百万円

長期未払金 186 百万円

退職給付引当金 158 百万円

減損損失 37 百万円

投資有価証券評価損 88 百万円

土地評価差額金 15 百万円

その他 191 百万円

繰延税金資産小計 944 百万円

評価性引当額 △178 百万円

繰延税金資産合計 765 百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △2 百万円

その他有価証券評価差額金 △7 百万円

繰延税金負債合計 △9 百万円

繰延税金資産の純額 755 百万円

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 （ ％ ）

関連当事者

と の 関 係
取引の内容

取 引 金 額
( 百 万 円 )

科 目
期 末 残 高
( 百 万 円 )

子会社
未来のアグリ

株 式 会 社

（ 所 有 ）

直 接

100.0

製商品の仕入

役員の兼任
－ －

関 係 会 社
短期借入金

1,000

子会社

M A E D A

K O S E N

V I E T N A M

CO.,LTD.

（ 所 有 ）

直 接

100.0

製商品の仕入

役員の兼任

資金の貸付

資金の回収

1,078

1,188

関 係 会 社
短期貸付金

1,078

子会社
未来コーセン

株 式 会 社

（ 所 有 ）

直 接

100.0

製商品の仕入

役員の兼任
資金の借入 500

関 係 会 社
短期借入金

2,500

子会社

Ｂ Ｂ Ｓ

ジ ャ パ ン

株 式 会 社

（ 所 有 ）

直 接

100.0

役員の兼任

資金の貸付

資金の回収

利息の受取

1,762

6,058

76

関 係 会 社
短期貸付金

861

子会社

株 式 会 社

釧 路

ハイミール

（ 所 有 ）

直 接

100.0

役員の兼任
資金の借入

資金の返済

1,600

600

関 係 会 社
短期借入金

2,300

(1) １株当たり純資産額 580円25銭

(2) １株当たり当期純利益 44円38銭

８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 仕入取引は、一般的取引条件と同様に決定しております。

２. 資金の貸付・借入については市場金利を勘案し、利率を決定しております。な

お、担保の受け入れ及び差し入れは行っておりません。

９．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4) 収益及び費用の計上基準」に記載の

とおりであります。

10．１株当たり情報に関する注記

（注）2024年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当

事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」及び

「１株当たり当期純利益」を算定しております。
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11．重要な後発事象に関する注記

連結計算書類　連結注記表「10．重要な後発事象に関する注記」に記載した内容と同一であ

ります。

12．連結配当規制適用会社に関する注記

当社は連結配当規制の適用会社であります。
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